
 

 

  

 

 

 

 

 

関東財務局管内の地方公共団体に対する 

財政融資資金の貸付状況について 
 

 

令和 5 年度に関東財務局管内の地方公共団体へ貸し付けた

財政融資資金の額は、6,288 億円となり、前年度と比較して  

▲498 億円、▲7.3％の減少となりました。 

また、令和 5 年度末の貸付残高は、10 兆 2,365 億円となり、

前年度と比較して▲3,923 億円、▲3.7％の減少となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報 道 発 表 

照会先 

財務省関東財務局理財部融資課 

ＴＥＬ (048) 600-1159 (直通) 

 

令 和 6 年 7 月 30 日 

財 務 省 関 東 財 務 局 

 

財務局では、地方公共団体が学校、病院などの建設や上下水道、

廃棄物処理施設などの生活関連施設を整備するときに、財政融資資金

を貸し付け、豊かで住み良い社会環境づくりに協力しています。 
 



 

管内地方公共団体に対する財政融資資金の貸付状況について 

１．令和 5 年度貸付額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5 年度に関東財務局管内の地方公共団体へ貸し付けた額は、6,288 億円となり、

前年度と比較すると▲498 億円、割合では▲7.3％の減少となりました。 

減少した要因は、「臨時財政対策債」などの減少によるものです。 

なお、関東財務局管内の貸付額は、全国の総貸付額の 22.3％となっています。 

財政融資資金貸付額（都県別） 

 

財政融資資金貸付額（事業別） 

※単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。 

伸率 伸率

茨城県 815 688 ▲ 15.6 647 ▲ 6.0
栃木県 809 469 ▲ 42.0 447 ▲ 4.7
群馬県 550 363 ▲ 34.0 423 16.5
埼玉県 1,070 685 ▲ 36.0 599 ▲ 12.6
千葉県 1,072 1,044 ▲ 2.6 787 ▲ 24.6
東京都 1,227 1,183 ▲ 3.6 1,046 ▲ 11.6
神奈川県 1,510 742 ▲ 50.9 822 10.8
新潟県 789 796 0.9 738 ▲ 7.3
山梨県 277 264 ▲ 4.7 213 ▲ 19.3
長野県 759 553 ▲ 27.1 566 2.4
管内 8,878 6,786 ▲ 23.6 6,288 ▲ 7.3
全国 37,399 29,118 ▲ 22.1 28,256 ▲ 3.0
当局シェア 23.7 23.3 22.3

区　分 3年度 4年度 5年度

（単位：億円、％）

（単位：億円）

4年度 5年度 増減

公共事業等 1,163 1,247 84

防災・減災・国土強靭化 572 490 ▲ 82

公営住宅 16 36 20

災害復旧 179 146 ▲ 33

学校教育施設(高校含) 493 586 93

社会福祉施設 26 26

一般廃棄物 283 233 ▲ 50

一般補助施設整備等 51 69 18

一般単独 16 12 ▲ 4

辺地及び過疎対策 371 496 125

水道 729 1,067 338

交通 25 46 21

病院・介護サービス 47 37 ▲ 10

下水道 1,222 1,113 ▲ 109

臨時財政対策債 1,599 666 ▲ 933

その他 21 20 ▲ 1

計 6,786 6,288 ▲ 498

事 業 区 分

貸　　付　　額



２．令和 5 年度末貸付残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 関東財務局管内における地方公共団体への貸付残高は、令和 5 年度末で 10 兆 2,365 億円

となり、前年度と比較すると▲3,923 億円、割合では▲3.7％の減少となりました。 

貸付残高は、平成 16 年度以降逓減しています。財政融資資金は、平成 13 年度以降、民間

資金を補完するという原則にたち、地方公共団体の資金調達能力と資金使途に着目した貸付を

行ってきたことによるものです。 

なお、管内の貸付残高が全国に占める割合は 25.5％となっています。 

 

（２） 貸付残高を用途別にみると、臨時財政対策債などの「その他」が全体の 44.3％を占め最大と

なっており、次いで、水道、下水道及び一般廃棄物処理などの「生活環境整備」、義務教育施

設、高等学校施設などの「文教施設」の順になっています。 

管内の用途別貸付残高の構成比は全国と比較すると、「生活環境整備」の割合が高くなって

います。 

 

財政融資資金貸付残高（都県別） 

※単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。 

伸率 増減額 伸率

茨城県 10,452 10,153 ▲ 2.9 9,852 ▲ 301 ▲ 3.0

栃木県 6,924 6,730 ▲ 2.8 6,525 ▲ 205 ▲ 3.0

群馬県 6,539 6,255 ▲ 4.3 6,056 ▲ 199 ▲ 3.2

埼玉県 15,121 14,356 ▲ 5.1 13,554 ▲ 802 ▲ 5.6

千葉県 14,114 13,730 ▲ 2.7 13,112 ▲ 618 ▲ 4.5

東京都 15,356 15,351 ▲ 0.0 15,259 ▲ 92 ▲ 0.6

神奈川県 15,776 15,028 ▲ 4.7 14,397 ▲ 631 ▲ 4.2

新潟県 12,375 11,987 ▲ 3.1 11,564 ▲ 423 ▲ 3.5

山梨県 4,217 4,023 ▲ 4.6 3,778 ▲ 245 ▲ 6.1

長野県 9,088 8,676 ▲ 4.5 8,269 ▲ 407 ▲ 4.7

管内 109,962 106,288 ▲ 3.3 102,365 ▲ 3,923 ▲ 3.7

全国 426,434 414,087 ▲ 2.9 402,007 ▲ 12,080 ▲ 2.9

当局シェア 25.8 25.7 25.5

（単位：億円、％）

区　分 3年度末 4年度末 5年度末

貸付残高の推移 （単位：億円、％）

15年度末 16年度末 17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末 30年度末

管内計 200,361 195,764 189,524 182,363 169,785 158,899 151,731 146,752 142,714 138,930 136,315 133,340 129,473 125,678 122,175 118,479

伸付率 - ▲ 2.3 ▲ 3.2 ▲ 3.8 ▲ 6.9 ▲ 6.4 ▲ 4.5 ▲ 3.3 ▲ 2.8 ▲ 2.7 ▲ 1.9 ▲ 2.2 ▲ 2.9 ▲ 2.9 ▲ 2.8 ▲ 3.0

元年度末 2年度末 3年度末 4年度末 5年度末

管内計 114,631 111,664 109,962 106,288 102,365

伸付率 ▲ 3.2 ▲ 2.6 ▲ 1.5 ▲ 3.3 ▲ 3.7



 

 

 

 

 

 

 

全 国 

財政融資資金貸付残高（用途別） 

※単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。 

管 内 

令和5年度末 （単位：億円、％）

構成比
(A)

構成比
(B)

生活環境整備 39,908 39.0 125,569 31.2 7.8 水道、下水道、一般廃棄物処理
国土保全災害復旧 4,778 4.7 31,816 7.9 ▲ 3.2 災害復旧、防災・減災・国土強靭化
厚生福祉施設 3,433 3.4 16,411 4.1 ▲ 0.7 病院、社会福祉施設
地域開発 386 0.4 1,491 0.4 0.0 電気、住宅市街地
道路 1,691 1.7 6,976 1.7 0.0 道路
文教施設 5,658 5.5 16,503 4.1 1.4 義務教育施設、高等学校施設
運輸通信 557 0.5 3,911 1.0 ▲ 0.5 港湾、空港
農林漁業 48 0.0 687 0.2 ▲ 0.2 農業農村施設
住宅 588 0.6 5,347 1.3 ▲ 0.7 公営住宅
産業・技術 9 0.0 64 0.0 0.0 工業用水道
その他 45,310 44.3 193,233 48.1 ▲ 3.8 臨時財政対策債

計 102,365 100.0 402,007 100.0

区　分 管　内 全　国
構成比
比較

（A－B）

備考（主な用途）


